
 

2022 年４月 28 日 

 
株式会社全銀電子債権ネットワーク 

 
でんさいサービスの機能改善について（事前案内） 

 
株式会社全銀電子債権ネットワーク（代表執行役社長 土師潤）は、でんさい

ネットサービスの利便性向上のため、下記のとおり、システムの機能改善を 2022
年度中にリリースすることを目標に取り組んでおり、2023 年の早い時期に実現

する予定としております。 
今後も中小企業金融の円滑化・効率化に向けて、より多くの事業者の方々に

「でんさい」をご利用いただけるよう、当会社は今後とも参加金融機関と一体と

なって取り組んで参ります。 

 
記 

 
１．債務者請求方式における記録請求の制限期間（発生記録および譲渡記録の単

独取消期間）の短縮 
  債務者請求方式における記録請求の制限期間を支払期日の７銀行営業日前

から最短で３銀行営業日前までに短縮いたします。 

 
２．債権金額下限の引下げ 
  でんさいを発生または譲渡する際の債権金額を、１万円以上から 1 円以上

に下限を引下げます。 

 
※詳細は、別紙をご参照ください。 

 
以  上 

 



支払期日の３営業日前の日まで発生記録請求と譲渡記録請求が可能となります。

７
営
業
日
前

６
営
業
日
前

５
営
業
日
前

４
営
業
日
前

３
営
業
日
前

２
営
業
日
前

１
営
業
日
前

支
払
期
日

１
営
業
日
後

２
営
業
日
後

３
営
業
日
後

記

単独取消期間：５日 ① ② ③ ➃ ⑤ × × × × × ×

記

単独取消期間：４日 ① ② ③ ➃ × × × × × ×

記

単独取消期間：３日 ① ② ③ × × × × × ×

記

単独取消期間：２日 ① ② × × × × × ×

記

単独取消期間：１日 ① × × × × × ×

× ×

単独取消期間：不可 × × × × × ×

上記に併せて、債権金額の下限を引下げ、１円から発生記録請求および譲渡記録請求が可能となります。

　支払期日の３営業日前の日までを記録日とする発生記録請求（債務者請求方式）と譲渡記録請求が可能となります。
　ただし、この場合の債権者による発生記録の単独取消と譲受人による譲渡記録の単独取消の可能期間が支払期日の
　３営業日前の日までとなります。

３営業日前の日に請求

２、１営業日前の日に請求：不可

注）債権者請求方式による発生記録請求はこれまでどおり支払期日の７営業日前までとなります。
　　 今回の機能改善(債権金額下限の引下げを含む）は記録請求者の窓口金融機関が対応している場合に限ります。

　　電子記録日　※以下「記」書きは記録日

発生記録請求（債務者請求方式）

譲渡記録請求

７営業日前の日に請求

６営業日前の日に請求

５営業日前の日に請求

４営業日前の日に請求
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（別紙）


